
事 手多 連 絡

平成 2 3年 7月 2 5 日

都道府県労働局

労働基準部労災補償課長 殿

厚生労働省労働基準局労災補償部

労災管理課長補佐(企画担当 )

労働者災害補償保険法の規定による告示の制定等について

本日付けで下記の厚生労働省告示が別紙 1のとおり定められたので、参考のために

送付する(各告示の適用日は木年 8月 1日)。

また、本件については、問い合わせが局署に寄せられることが予想されるが、それ

らの問い合わせに回答するに当たっては、別紙 2を参考とされたい。

なお、本年 8月 1日に労災保険業務課から労災行政情報管理システムを通じて、「年

金額等変更リスト Jを配信することとしている。

記

1 厚生労働省告示第 247号「労働者災害補償保険法施行規則第九条第二項及び第

三項の規定に基づき、自動変更対象額を変更する件J(自動変更対象額の変更)

2 厚生労働省告示第 248号「労働者災害補償保険法第八条の二第二項各号の厚生

労働大臣が定める額を定める件J (年齢階層別最低・最高限度額の改定)

3 厚生労働省告示第 249号「労働者災害補償保険法の規定による年金たる保険給

付等に係る給付基礎日額の算定に用いる厚生労働大臣が定める率を定める件」

(年金ス。ライド率の改定)

4 厚生労働省告示第 250号「労働者災害補償保険法第十六条の六第二項等の厚生

労働大圧が定める率を定める件J (遺族(補償)一時金等の換算率の改定)



l 別紙1

明
治
二
十
五
年
三
月
三
十
-
日

第
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(2分冊の 1) (号外第 161号)
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O
職
業
訓
練
の
実
施
等
に
よ
る
特
定
求
職
者

の
就
職
の
支
援
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則

(
厚
生
労
働
九
一
二
)

O
中
小
企
業
倒
産
防
止
共
済
法
施
行
規
則
の

一
部
在
改
正
す
る
省
令
(
経
済
産
業
四
三
)

告

刀ミ
〕

官

O
文
化
財
を
登
録
有
形
文
化
財
に
登
録
す
る

件
(
文
部
科
学
二
一
三
)

δ
労
働
者
災
害
補
償
保
険
法
施
行
規
則
第
九

一
条
第
二
項
及
び
第
三
項
の
規
定
に
基
づ

一
き
、
自
動
変
更
対
象
額
を
変
更
す
る
件

一
(
厚
生
労
働
二
四
七
)

R
U
労
働
者
災
害
補
償
保
険
法
第
八
条
の
二
第

一
二
項
各
号
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
額

一
を
定
め
る
件
(
同
二
四
八
)

一O
労
働
者
災
害
補
償
保
険
法
の
規
定
に
よ
る

一
年
金
た
る
保
険
給
付
等
に
係
る
給
付
慈
礎

一
日
額
の
算
定
に
用
い
る
厚
生
労
働
大
臣
が

孟
止
め
る
率
を
定
め
る
件
(
同
二
四
九
)

δ
労
働
者
災
害
補
償
保
険
法
第
十
六
条
の
六

一
第
二
項
等
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
率

一
定
め
る
件
(
間
二
五

O
)

O
土
地
収
用
法
の
規
定
に
基
づ
き
事
業
の
認

定
を
し
た
件
(
東
北
地
方
整
備
局
二
ニ
八
)

月曜日平成 23年ア月 25日

O 

( 号 外)
独立行政法人国立印刷局

O
道
路
に
関
す
る
件

(
関
東
地
方
整
備
局
三
二
八
)

O
土
地
収
用
法
の
規
定
に
基
づ
き
事
業
の
認

定
を
し
た
件
(
九
州
地
方
整
備
局
一
一
一
八
)

O
道
路
に
関
す
る
件

(
北
海
道
開
発
局
七
五
、
七
六
)

〔

公

告〕

諸

事

項

一
裁
判
所

一
破
産
、
免
責
、
再
生
関
係

一
特
殊
法
人
等

一
独
立
行
政
法
人
都
市
再
生
機
構
、
弁
理
士

一
登
録
・
特
定
侵
害
訴
訟
代
理
業
務
の
付

一
記
、
型
式
適
合
認
定
、
日
本
弁
護
士
連
合

一
会
懲
戒
の
処
分
・
名
簿
登
録
・
登
録
換

一
え
・
登
録
取
消
し
・
氏
名
変
更
・
職
務
上

一
の
氏
名
の
使
用
・
廃
止
・
記
章
紛
失
・
外

一
国
法
事
務
弁
護
士
名
簿
の
登
録
・
登
録
取

一
消
し
・
職
務
上
の
氏
名
の
使
用
・
記
章
紛

一
失
・
指
定
法
の
付
記
関
係

一
地
方
公
共
団
体

一
九
一
行
旅
死
亡
人
、
無
縁
墳
墓
等
改
葬
関
係

-
会
社
そ
の
他

会
社
決
算
ハ
金
一
口

五区区ヨ豆王プて→= 

b 

O 

c> 百プ1い

O
厚
生
労
働
省
令
第
九
十
三
号

職
業
訓
練
の
実
施
等
に
よ
る
特
定
求
職
者
の
就
職
の
支
援
に
関
す
る
法
律
(
平
成
一
一
十
三
年
法
律
第
四
十
七
号
)
の

施
行
に
伴
い
、
共
ひ
に
同
法
第
四
条
第
-
項
第
三
号
、
第
七
条
、
第
十
一
条
第
三
号
、
第
十
六
条
第
四
項
、
第
十
八
条

第
一
項
及
び
第
二
項
並
び
に
第
十
九
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
職
業
訓
練
の
実
施
等
に
よ
る
特
定
求
職
者
の
就
職
の
支
援

に
閲
す
る
法
律
施
行
規
則
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平

成

二

十

三

年

七

月

二

十

五

日

厚

生

労

働

大

臣

細

川

職
業
訓
練
の
実
施
等
に
よ
る
特
定
求
職
者
の
就
職
の
支
援
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則

律
夫

四
八

目
次第

一
章

第
一
一
章

第
三
章

第
四
章

附
則

第
一
章
認
定
職
業
訓
練

(
認
定
の
申
請
)

第
一
条
職
業
訓
練
の
実
施
等
に
よ
る
特
定
求
職
者
の
就
職
の
支
擦
に
関
す
る
法
律
(
平
成
二
十
三
年
法
律
第
四
十
七

号
。
以
下
「
法
」
と
い
う
。
)
第
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
職
業
訓
練
の
認
定
(
以
下
己
の
章
に
お
い
て
「
職
業
訓

練
の
認
定
」
と
い
う
。
)
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
当
該
職
業
訓
練
の
開
始
時
期
に
応
じ
、
独
立
行
政
法
人
高
齢
・

障
害
・
求
職
者
雇
恩
主
援
機
構
(
以
下
「
機
構
」
と
い
う
。
)
の
定
め
る
期
間
内
に
、
職
業
訓
練
認
定
申
請
書
(
様
式

第
一
号
)
に
厚
生
労
働
省
職
業
能
力
開
発
局
長
(
以
下
「
職
業
能
力
開
発
局
長
」
と
い
う
。
)
が
定
め
る
書
類
を
添
え

て
機
構
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

(
法
第
四
条
第
一
項
第
一
二
号
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
基
事
)

第
=
条
法
第
四
条
第
一
項
第
三
号
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
基
準
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
、
当

該
各
号
に
定
め
る
と
お
り
と
す
る
。

一
訓
練
を
行
う
者
次
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る
も
の
で
あ
る
と
と
。

イ
職
業
訓
練
の
認
定
を
受
け
よ
う
と
す
る
職
業
訓
練
(
以
下
と
の
条
に
お
い
て
「
申
請
職
業
訓
練
」
と
い
う
。
)

に
つ
い
て
、
当
該
申
一
請
職
業
訓
練
在
開
始
し
よ
う
と
す
る
日
か
ら
遡
っ
て
一
年
間
に
お
い
て
、
当
該
申
請
職
業

訓
練
と
同
等
の
内
容
の
職
業
訓
練
在
適
切
に
行
っ
た
と
と
が
あ
る
己
と
。

ロ
申
請
職
業
訓
練
を
行
お
う
と
す
る
者
が
過
去
に
申
請
職
業
訓
練
と
同
一
の
分
野
に
係
る
認
定
職
業
訓
練
(
法

第
四
条
第
二
項
に
規
定
す
る
認
定
職
業
訓
練
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
)
を
行
っ
た
場
合
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
実
績

が
次
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る
こ
と
。

山
連
続
す
る
三
年
の
聞
に
同
一
の
都
道
府
県
の
区
域
内
に
お
い
て
こ
以
上
の
単
位
(
職
業
訓
練
在
行
う
一
単

位
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
)
の
当
該
認
定
職
業
訓
練
在
行
っ
た
場
合
(
当
該
二
以
上
の
単
位
の
認
定
職
業
訓
練

が
終
了
し
た
日
が
濯
相
す
る
三
年
の
間
に
あ
る
場
合
に
限
る
。
)
に
、
当
該
認
定
職
業
訓
練
の
受
講
在
修
了
し

た
第
一
一
号
に
規
定
す
る
特
定
求
職
者
等
(
以
下
「
修
了
者
」
と
い
う
。
)
及
び
当
該
認
定
職
業
訓
練
が
終
了
し

た
目
前
に
就
職
し
た
文
は
自
営
業
者
と
な
っ
た
こ
と
を
理
由
と
し
て
当
該
認
定
職
業
訓
練
在
受
講
す
る
己
と

認
定
職
業
訓
練
(
第
一
条
l
第
九
条
)

職
業
訓
練
受
講
給
付
金
(
第
十
条
第
-
一
十
条
)

就
職
支
援
計
画
脅
の
作
成
等
(
第
二
十
一
条
l
第
二
十
四
条
〉

雑
則
(
第
二
十
五
条
第
二
十
九
条
)

'" '" '" E ニー
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O
厚
生
労
働
省
告
示
第
二
百
四
十
七
号

労
働
者
災
害
補
償
保
険
法
施
行
規
則
(
昭
和
三
十
年
労
渇
省
令
第
二
十
二
号
V

第
九
条
第
三
項
及
び
第
三
項
の
規
定

に
基
づ
き
、
平
成
二
十
三
年
八
月
一
日
(
以
下
「
適
用
日
」
と
い
う
。
)
以
後
の
同
条
第
一
項
第
五
号
に
規
定
す
る
自
動

変
更
対
象
額
(
以
下
「
自
動
変
更
対
象
額
一
と
い
う
。
)
を
=
一
千
九
百
六
十
円
に
変
討
ん
す
る
。
た
だ
し
、
適
用
目
前
の
期

聞
に
係
る
労
働
者
災
害
補
償
保
険
法
(
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
五
十
号
。
以
下
「
法
」
と
い
う
。
)
の
規
定
に
よ
る
年
金

た
る
保
険
給
付
並
び
に
適
用
目
前
に
支
給
す
べ
き
事
由
の
生
じ
た
法
の
規
定
に
よ
る
休
支
補
償
給
付
、
障
害
補
償
一
時

金
、
障
害
補
償
年
金
差
額
一
時
金
、
障
害
補
償
年
金
前
払
一
時
金
、
遺
族
補
償
一
時
金
、
遺
族
補
償
年
金
前
払
一
時
金

及
ひ
葬
祭
料
並
び
に
休
業
給
付
、
障
害
一
時
金
、
樟
筈
年
金
差
額
一
時
金
、
障
害
年
金
前
払
一
時
金
、
遺
族
一
時
金
、

遺
族
年
金
前
払
一
時
金
及
び
葬
祭
給
付
に
係
る
自
動
変
更
対
象
額
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。
適
用
日
前

に
死
亡
し
た
労
働
者
に
闘
し
法
第
十
六
条
の
六
第
一
項
第
二
号
(
法
第
二
十
二
条
の
四
第
=
一
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場

(号外第 161号)幸田官月曜日平成 23年ア月 25日



(号外第 161号)

合
在
含
む
。
〕
の
場
合
に
支
給
さ
れ
る
遺
族
補
償
一
時
金
文
は
遺
族
一
時
金
で
あ
っ
て
、
適
用
日
以
後
に
支
給
す
べ
き
事

由
の
生
じ
た
も
の
及
び
適
用
目
前
に
障
害
補
償
年
金
を
受
け
る
権
詞
在
有
す
る
と
と
と
な
っ
た
労
働
者
の
当
該
障
害
補

償
年
金
に
係
る
障
害
補
償
年
金
差
額
一
時
金
文
は
適
用
目
前
に
障
害
年
金
在
受
け
る
権
利
を
有
す
る
己
と
と
な
っ
た
労

働
者
の
当
該
障
害
年
金
に
係
る
障
害
年
金
差
額
一
時
金
で
あ
っ
て
、
適
用
日
以
後
に
支
給
す
べ
き
事
由
の
生
じ
た
も
の

に
係
る
自
動
変
更
対
象
額
に
つ
い
て
も
、
同
様
と
す
る
。

平

成

二

十

三

年

七

月

二

十

五

日

厚

生

労

働

大

臣

細

川

律

夫

O
扉
生
労
働
省
告
示
第
二
百
四
十
八
号

労
働
者
災
害
補
償
保
険
法
施
行
規
則
(
昭
和
三
十
年
労
働
省
令
第
二
十
二
号
)
第
九
条
の
四
第
七
項
の
規
定
に
基
づ

き
、
平
成
二
十
三
年
八
月
一
日
か
ら
平
成
二
十
四
年
七
月
三
十
一
日
ま
で
の
聞
に
支
話
す
べ
き
事
由
が
生
じ
た
労
働
者

災
害
補
償
保
険
法
〔
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
五
十
号
)
の
規
定
に
よ
る
休
業
補
償
給
付
若
し
く
は
休
業
給
付
又
は
平
成

二
十
=
一
年
八
月
か
ら
平
成
二
十
四
年
七
月
ま
で
の
月
分
の
開
法
の
規
定
に
よ
る
年
金
た
る
保
険
給
付
の
額
の
算
定
の
基

礎
と
し
て
用
い
る
給
付
基
礎
日
額
に
係
る
伺
法
第
八
条
の
二
第
二
項
各
号
(
同
法
第
八
条
の
三
第
二
項
に
お
い
て
準
用

す
る
場
合
を
含
む
。
)
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
額
は
、
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
年
齢
階
層
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ

ぞ
れ
同
表
の
中
綿
及
び
下
欄
に
定
め
る
額
と
す
る
。

平
成
二
十
三
年
七
月
二
十
五
日

厚
生
労
働
大
臣

明

実

幸日

五以上十歳 主主 十上五以歳 主上 与E m E 

主葉満 未量満十

、四 五、ムノ、、ムノ、、六 六 六 五 五 四

九ムO 円 九六O 円

六
七5 五占J六円、九 九四 六六 六六 O 六

円
九円

円 円 円 円
O 四円 四円

五 九 、四 、 八 五

九八 O 八ム/円、
五七八円

七 五 九八 九八
八九四円八

O 五円
四

四円
円

四円 五円
円 円

O 円 四円

官月曜日平成 23年ア月 25日

O
厚
生
指
働
省
告
示
第
二
百
四
十
九
号

労
働
者
災
害
補
償
保
険
法
(
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
五
十
号
)
第
八
条
の
三
第
一
項
第
二
号
(
伺
法
第
八
条
の
四
に

お
い
て
準
用
す
る
場
合
在
含
む
J
の
規
定
に
基
づ
き
、
平
成
二
十
三
年
八
月
か
ら
平
成
二
十
四
年
七
月
ま
で
の
月
分
の

同
法
四
規
定
に
よ
る
年
金
た
る
保
険
給
付
又
は
平
成
二
十
三
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平成17年4月 1日から平成18年3月31日まで 99 

平成18年4月 1日から平成19年3月31日まで 99 

平成19年4月 l日から平成20年3月31日まで 99 

平成20年4月 1日から平成21年3月31日まで 99 

巴里竺4月 1日から平成22年3月31日まで 100 
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3252iii韓議器開錦絵露関諸 奇き襲率喜(室単位長岩%)噌EZ昔話言葉学突
昭和50年4月 l日から昭和51年3月31日まで 222 

昭和51年4月 1日から昭和52年3月31日まで 199 

昭和52年4月 1日から昭和53年3月31日まで 182 

昭和田年4月 1日から昭和54年3月31日まで 173 

昭和54年4月 1日から昭和55年3月31日まで 162 

昭和55年4月 1日から昭和56年3月31日まで 154 

昭和56年4月 1日から昭和57年3月31日まで 147 

昭和57年4月 1日から昭和田年3月31日まで 140 

昭和田年 4月 1日から昭和59年3月31日まで 136 

昭和59年4月 1日から昭和田年3月31日まで 132 

昭和60年4月 1日から昭和61年3月31日まで 127 

昭和61年4月 1日から昭和62年3月31日まで 124 

昭和62年4Jll日から昭和田年3月31日まで 122 

昭和63年4月 1日から平成元年3月31日まで 117 

平成元年 4月1日から平成2年3月31固まで 114 

l!f制収E室長国

昭和50年4月 1日から昭和51年3月31日まで 222 

昭和51年4月 1日から昭和52年3月31日まで 200 

昭和52年4月 1日から昭和田年3月31日まで 183 

昭和田年4月 1日から昭和54年3月31日まで 173 

昭和田年4月 l日から昭和55年3月31日まで 163 

昭和55年4月 l日から昭和56年3月31日まで 154 

昭和田年4月 1日から昭和57年3月31日まで 147 

昭和57年4月 l日から明和58年3月31日まで 140 

昭和58年HJ1日から附和59年3月31日まで 137 

昭和59年4Jll日から昭和田年3月31日まで 132 

昭和田年4月 l日から昭和61年3Jl31日まで 128 

昭和61年4月 1日から昭和62年3月31日まで 125 

昭和62年4月 1日から昭和63年3月31日まで 1221 

昭和63年4月 1日から平成元年3月31日まで 118 

平成元年 4月 l日から平成2年3月31日まで 115 

平成2年4月 l日から平成3年3月31日まで 111 

平成3年4月 l日から平成4年3月31日まで 107 

平成4年4月 l日から平成5年3月31日まで 105 

平成5年4月 1日から平成6年3月31日まで 103 

平成6年4月 113から平成7年3月31日まで 101 

平成7年4月 1日から平成B年3月31日まで 100 

平成B年4月 l日から平成9年3月31日まで 98 

平成日年4月 1日から平成10年3月31日まで 97 

平成10年4月 1日から平成11年3月31日まで 98 

平成11年4月1日から平成12年3Jl31日まで 97 

平成12年4月 l日から平成13年3月31日まで 97 

平成13年4月 1日から平成14年3月31日まで 98 

平成14年4月 1日から平成15年3月31日まで 99 

平成15年4月 l日から平成16年3月31日まで 99 

平成16年4月 l日から平成17年3月31日まで 99 
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という。)第64条の規定文は労働者災害補償保険法等の一部を改正する法律(昭和55年法律第104

号。以下「改正法」という。)附則第10条の規定による改正前の労働者災害補償保険法の一部を改

正する法律(昭和40年法律第130号)附則第41条の規定若しくは改正法附買IJ第11条の規定による

改正前の労働者災審補償保険法の一部在改正する法律(昭和48年法律第85号)附則第3条の規定

により改定されたものである場合には、当該改定後の額をi自放名目償年金等の額と守ベき段初の月

の属する年度 (4月 l日から翌年3月31日まで在いう。以下向じ。)の前年度の属する期間とし、

支給された遺族補償年金前払一時金等の額が旧法第65条の規定により改定されたものである場合

には、当該改定に際して支給されるものとみなされる遺族補償年金等についてその改定後の額を

当該週族補償年金等の額とすべき最初の月の属する年度の前年度の属する期間とする。)Jとする。

3 平成2年B月1日以後の期聞に係る遺族補償年金等文は同日以後に支給すべき事由が生じた遺

族補償年金前払 時金等(その支給の対象とされた月又は支給すべき事由が生じた月が労働者災

害補償保険法第B条第 1項の算定事由発生日(以下「算定事由発生日」という。)(平成22年4月

1目前のものに限る。)の属する年度の翌年度の7月以前にあるものに限る。)については、算定事

由発生自の属する年度の翌年度の8Rを当該遺族補償年金等の支給の対象とされた月又はi自族補

償年金前払一時金等の支給すべきJJ~由が生じた月とみなして、己の表を適用する。
4 算定事自発生日が平成22年4月 1日以後である場合は、支給された遺族補償年金等又は遺族補

償年金前払一時金等の額に乗ずべき率在100%とする。

平成2年4月 1日から同年7月31日まで 111 

平成2年8月 l日から平成3年7月31日まで 114 

平成3年8月 1日から平成4年7月31日まで 111 

平成4年8月 l臼から平成5年7月31日まで 107 

平成5年8月 1日から平成6年7月318まで 104 

平成6年B月 1日から平成7年7月31日まで 103 

平成7年8月 l日から平成8年7月31日まで 101 

平成8年8月 1日から平成9年7月31日まで 99 

平成9年8月 l日から平成10年7月31日まで 98 

平成10年8月 1Jヨから平成11年7月31固まで 97 

平成11年8月 l白から平成12年7月31日まで 97 

平成12年8月 l日から平成13年7月31日まで 日7

平成13年日月 1日から平成14年7R31日まで 96 

平成14年B月1日から平成15年7月31日まで 97 

平成15年B月 i日から平成16年7月31日まで 98 

平成16年8月 1日から平成17年7月31日まで 98 

平成17年B月 i日から平成18年7月31固まで 98 

平成18年8月 1日から平成19年7月31日まで 98 

平成19年8月 l日から平成20年7月31日まで 98 

平成20年8月 1日から平成21年7月31日まで 98 

平成21年8月 l日から平成22年7月31日まで 98 

平成22年8月 l日から平成23年7月31日まで 100 
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備考

i 己の表及び備考において「遺族補償年金等」とは遺族補償年金若しくは遺族年金文は障害補閣

年金若しくは障害年金をいい、「迫族補償年金前払一時金等」とは巡族補償年金前払一時金若しく

は遺族年金前払一時金文は障害補償年金前払一時金若しくは陣害年金前払一時金在いう。

2 平成z年7月31日以前のl相聞に係る遺族補償年金等文は同日以前に支給すべき事由が生じた遺

族補償年金前払一時金等カt支給された場合における己の表の適用については、同表中「支給され

た遺族補償年金等の支給の対象とされた月又は支給された迫族補償年金前払一時金等の支給すべ

き事由が生じた月の属する期間」とあるのは、「労働者災害補償保険法第B条第 l項の算定事由発

生日の属する期間(支給された遺族補償年金等の額が労働者災害補償保険法等の一部在改正する

法律(平成2年法律第40号)第 l条の規定による改正前の労働者災害補償保険法(以下「旧法」



(年金スライド)
問 1 年金スライド制の趣旨如何。

間 2 年金スライド率が変動する要因如何。

間3 近年の年金スライド率の変動如何。

問4 来年以降の年金スライド率はどうなるのか。

JjIHJ王2

問 5 年金スライド率は賃金水準の変動に伴って変動するということだが、最近の平
均給与額はどのように推移しているのか。

問6 年金スライド率等の改定に関する年金受給者への通知はどのように行っている
のか。

問 7 I年金スライド率の改定等による変更決定通知書」により通知される年金年額
の変更は、年金スライド率の変更によるもののみか。

問 8 年金額が変動することについて、年金受給者に対しでもっと前から説明をすべ
きではないのか。

(年齢階層別最低・最高限度額)
問 9 (1)年齢階層別最低・最高限度額とは何か。

(2) 年齢階層別最低・最高限度額はどのようにして定められているのか。
(3) 年齢階層別最低・最高限度額は前年と比較してどのように変更されたのか。

(自動変更対象額)
問10 (1)自動変更対象額とは何か。

(2) 自動変更対象額はどのように定められているのか。
(3) 自動変更対象額は前年度と比較してどのように変更されたのか。



|問1 年金スライド制の趣

(答)

1 労災保険給付の給付基礎日額は、原則として被災時の平均賃

金を基に算定することとされている。

2 しかし、年金のように長期にわたって給付するものについて、

被災時の平均賃金に基づいて補償を続けていくならば、その後

の賃金水準の変動を正確に反映しないこととなり、また、過去

に被災した労働者と近年被災した労働者との補償水準が大きく

異なることとなり公平性を欠くこととなる。

3 こうした観点から年金支給額は、賃金水準の変動に応じた年

金スライド率を用いて算定しているところである。



問2 年金スライド率が変動する要因如何。

(答)

年金スライド率は、各年度における平均給与額を基礎として

算定しているため、平均給与額が前年度と比較して増加してい

る場合には年金スライド率が上昇し、減少している場合には年

金スライド率が低下するものである。

※ 各年度における平均給与額は、毎月勤労統計調査の「きまって支給する

給与Jを用いている。

※ 平均給与額の変化が小さい場合には、四捨五入する関係上年金スライド

率が変動しない場合もある。

(参考)

年金スライド率算定方法

平成23年度の

年金スライド率

平成22年度の平均給与額

(4月から 3月の各月の合計額)

算定事由発生日の属する年度の平均給与額
(4月から 3月の各月の合計額)

x 1 00 

/、

f 



問3 近年の年金スライド率の変動如何。

(答)

下記表参照。

(表)

年金スライド増減率(平均)の推移 (単位:%) 

平成 16年 O. 0 2 

平成 17年 O. 2 5 

平成 18年 O. 3 4 

平成 19年 -O. 1 6 

平成 20年 O. 1 2 

平成 21年 -O. 2 7 

平成 22年 -1. 4 1 

平成23年 O. 2 9 



問4 来年以降の年金スライド率はどうなるのか。

(答)

年金スライド率は、支給年度の前年度における平均給与額と算

定事由発生日の属する年度の平均給与額との比率により算定して

いるところである。

このため、来年以降の年金スライド率は、平成 23年度以降の

平均給与額の水準によるものであるため、現時点で予測はできな
し1。



間5 年金スライド、率は賃金水準の変動に伴って変動するというこ

とだが、最近の平均給与額はどのように推移しているのか。

(答)

毎月勤労統計調査における過去 5年度の平均給与額の推移は下

表のとおりである。

年度
きまって支給する給与

所定内給与 所定外給与

円 % 円 % 円 % 

1 8 271，672 (同0.2) 251，892 (ー0.4) 19，780 (2.0) 
1 9 270，159 (0.2) 250，298 (0.1) 19，861 (1.1) 
20 268，576 (-0.9) 249，976 (・0.4) 18，600 (-6.7) 
2 1 262，265 (-1.5) 245，278 (・1.1) 16，987 (同7.9)

22 263，036 (0.2) 244，687 (ー0.3) 18，349 (8.0) 

( )内は対前年度比(注)

(注) 対前年度比は、抽出替えに伴うギャッ7。等を修正した指数等により算出している

ため実数で計算した場合と一致しな・い。



間6 年金スライド率等の改定に関する年金受給者への通知はどの

ように千子っているのか。

(答)

1 年金スライド率等の改定があった年金受給者に対しては、改

定後の年金スライド率等を印書した「年金スライド率の改定等

による変更決定通知書J(以下「変更決定通知書」という。)を

送付し、改定後の年金年額を通知している(今年度は、 8月 2

6日の発送を予定している。)。

2 また、 10月支払期には、「労災保険年金等振込通知書」又は

「労災保険年金等送金通知書Jを送付し、年金受給者に年金給

付額を通知している。(今年度は、 10月 7日の発送を予定して

いる。)。

(参考)

O 年金受給者は、今回通知する変更決定通知書と、前回通知している変更決定通知書に記載

された年金年額と比較することで、年金年額の変更状況を知り得る。

O また、前回通知している変更決定通知書を亡失している者についても、年金スライド率等

の改定前の 8月支払期の年金額を 6倍した額と今回通知する変更決定通知書に印字された

「年金年額」を比較することにより、年金年額の変更を知り得る。

O 年金スライド率のみの影響を比較する場合は、変更決定通知書に印字されている「スライ

ド率Jで年金給付基礎日額を割り戻し、端数額を切り上げて「給付基礎日額」をいったん

求め、これに前回通知している変更決定通知書に印字されている「スライド率」及び「給

付回数」を掛け合わせたものが改定前の年金スライド率による年金年額となることから、

比較が可能である。



間 7 ["年金スライド率の改定等による変更決定通知書」により通

(答)

知される年金年額の変更は、年金スライド率の変更によるもの

のみか。

「年金スライド率の改定等による変更決定通知書」は、年金

スライド率の改定のほか、

① 年金給付基礎日額に係る年齢階層別最低・最高限度額の

改定

② 給付基礎日額に係る最低保障額の改定

の場合に通知するものであり、一律に年金スライド率の変更によ

るものとは限らない。



問8 年金額が変動することについて、年金受給者に対してもっと

前から説明をすべきではないのか。

(答)

1 労災保険の年金スライド制については、賃金水準を基準とし

て年金スライド率を定めており、このことは一般に広く知られ

ていることと思われる。なお、今般の年金スライド率の算定に

当たってもこの方法を変更したものではないが、厚生労働省の

ホームページにおいて改定の趣旨、内容を掲載している。

2 また、個別の年金受給者に対しては、従前どおり、「スライド

率の改定による変更決定通知書」、「労災保険年金等振込通知書」、

「労災保険年金等送金通知書Jを用いて周知を図り、鋭意理解

を求めていくこととしている。



間9 (1)年齢階層別最低・最高限度額とは何か。

(答)

(2)年齢階層別最低・最高限度額はどのようにして定められ

ているのか。

(3)年齢階層別最低・最高限度額は前年と比較してどのよう

に変更されたのか。

( 1 ) 労災保険給付は、労働者が被災したことにより喪失した稼

得能力をてん補することを目的としている。このため、労災

保険給付額の算定に当たっては、被災労働者の稼得能力を的

確に反映させるため、被災前 3ヶ月間に支払われた賃金総額

を基に給付基礎日額を計算している。

しかしながら、長期間支給される年金の場合には、被災し

たときの給付基礎日額と年金スライド率により給付額を計算

すると、加齢に伴う稼得能力の変化や年功賃金に伴う賃金の

変化を十分に反映する仕組みにならない場合がある。

この問題に対処するため、労災保険法第 8条の 2第 2項に

より、年齢階層別最低・最高限度額が設けられている。

(2 ) 年齢階層別の最低・最高限度額については、厚生労働省が

実施している「賃金構造基本統計調査j を基に、 5歳ごとの

年齢階層別に、賃金額の高い者と低い者それぞれ 5%を除外

したときの最低額・最高額を基本として、毎年改定している

ところである。

( 3 ) 労働者の賃金水準が上昇していることから、最低・最高限

度額は、前年と比較して増額となった年齢階層が多い。



問 10 (1)自動変更対象額とは何か。

(答)

(2) 自動変更対象額はどのように定められているのか。

(3) 自動変更対象額は前年度と比較してどのように変更され

たのか。

( 1 ) 自動変更対象額は、給付基礎日額が極端に低い場合を是正

し、補償を適切に行うために設けられている。

具体的には、給付基礎日額が自動変更対象額を下回る場合

は、年齢に関係なく自動的に自動変更対象額まで引き上げら

れることとなる。

(2 ) 自動変更対象額は、厚生労働省が実施している「毎月勤労

統計調査」における労働者の平均給与額の変動状況に応じて

改定されている。

( 3 ) 労働者の賃金水準が若干上昇していることから、平均給与

額の増減率を基礎として算定している自動変更対象額につい

ても、本年8月 1日から、 3，9 5 0円から 3，9 6 0円に

増額されているところである。


